
（平成２１年４月１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 9 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 15 件

厚生年金関係 15 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

千葉国民年金 事案 1222 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和43年４月から44年１月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 43 年４月から 47 年９月まで 

自分としては国民年金の任意加入を途中でやめた記憶は無く、申立期

間の保険料は集金人に納めていたので、申立期間が未納及び未加入とさ

れていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き、国民年金加入期間について保険料をすべて

納付しており、昭和 42 年 12 月から 44 年１月までの期間、47 年 10 月か

ら 55 年４月までの期間、57 年 10 月から 61 年３月までの期間及び平成 17

年８月以降の期間について国民年金に任意加入し、付加保険料の納付や前

納もしているなど、納付意識は高かったものと認められる。 

また、申立人は、昭和 42 年 12 月に国民年金に任意加入し、同月から

43 年３月まで（申立期間直前）の保険料は納付済みとなっていること、

申立期間以降の任意加入期間についてもすべて納付済みとなっていること

から、申立期間のうち、任意加入期間である 43 年４月から 44 年１月まで

については、その直前の期間と同様に納付していたと考えるのが自然であ

る。 

しかしながら、申立人が所持している国民年金手帳及びＡ市の被保険者

名簿には、申立人は昭和 44 年２月３日に国民年金被保険者資格を喪失し、

47 年 10 月 27 日に任意加入により再取得した旨が記載されており、申立

期間のうち 44 年２月から 47 年９月までについては、国民年金の未加入期

間で保険料を納付することはできず、別の国民年金手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 43 年４月から 44 年１月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 618 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額を 44万円に訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 10月から 62年９月まで 

    昭和 61 年 10 月から 62 年９月まで、私はＡ社に勤務し、その期間の標準

報酬月額が 24 万円となっているが、実際の私の標準報酬月額は 44 万円で

あるので、標準報酬月額の記録の訂正を求める。    

    

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ厚生年金基金及び同健康保険組合の標準報酬月額の記録から、申立人の

申立期間に係る標準報酬月額が 44万円であることが確認できる。 

   また、社会保険庁の記録によると、申立期間前後の標準報酬月額は 44 万円

となっている上、事業主は、申立期間の申立人の給与（総支給額）は 45 万

円であった旨を証言している。 

   さらに、Ｂ厚生年金基金への電話調査により、当該厚生年金基金、健康保

険組合及び社会保険事務所への算定基礎届は同一様式で届出をしていること

が確認できることから、社会保険庁の記録と当該厚生年金基金、健康保険組

合の記録が相違するとは考え難く、社会保険事務所において標準報酬月額の

入力処理誤りがあった可能性がうかがえる。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が主張する標準報酬月額

に係る届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

なお、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、Ｂ厚生年金基金及び同健

康保険組合の記録から、44万円とすることが妥当である。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 619 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立てに係る事業所における平成２年７月から６年２月までの期

間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額で

あったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記録について

は 53万円に訂正することが必要である。 

 また、申立人は、平成６年３月から７年５月までの期間について、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたものと認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を、

６年３月から同年 10 月までの期間については 53 万円、同年 11 月から７年５

月までの期間については 59万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年７月から７年５月まで 

    昭和 60 年８月から平成８年１月までの期間、私はＡ社に勤務していたが、

その間の２年７月から７年５月までの標準報酬月額が８万円及び９万

2,000 円となっている。実際の私の標準報酬月額は 53 万円（上限）及び

59万円（上限）だったので、記録の訂正についてのあっせんを求める。    

    

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所の記録によると、当初、申立人がＡ社に勤務していた申立

期間のうち、平成２年７月から６年２月までの標準報酬月額は最高限度額で

ある 53 万円と記録されていたのであるが、６年２月３日に、遡及
そきゅう

また、Ｂ健康保険組合の記録では、申立人の標準報酬月額は平成２年７月

から４年９月までの期間は 71 万円、４年 10 月から５年８月までの期間は 93

万円、５年９月から７年５月までの期間は 71 万円であることが確認できる。 

して８万

円に引下げる旨の処理を行っていることが確認できる。 

さらに、当時の取締役総務部長兼経理部長は「会社が経営的に苦しくなっ

ており、社会保険事務所の担当者から、保険料を滞納しているのだから社会

保険を脱退するように言われたので、他に方法はないかと相談したところ、

標準報酬月額を取消・訂正して保険料を引下げる方法があると言われ、結局



                      

  

その方法を選ぶことになり、当時の役員４人を当該処理の対象とした。会社

としては社会保険事務所には訂正後の保険料を納付していたが、本人の給与

からは訂正前の保険料を控除しており、本人に当該処理についての説明はし

ていない。」と供述している。 

加えて、申立人は、申立期間当時、取締役の役職にあったが、申立期間に

係る雇用保険被保険者資格記録が確認できること及び取締役総務部長兼経理

部長の供述から、当該事業所において、厚生年金保険に係る届出事務につい

て権限を有していなかったものと認められる。 

これらを総合的に判断すると、事業主が算定基礎届を３年以上さかのぼっ

て提出するとは通常考え難く、社会保険事務所が行った標準報酬月額の遡及
そきゅう

一方、社会保険事務所の記録では、申立期間のうち平成６年３月から７年

５月までの期間についても、申立人の標準報酬月額は、６年３月から同年 10

月までは８万円、同年 11 月から７年５月までは９万 2,000 円と記録されて

いる。しかし、上記のとおり、Ｂ健康保険組合の記録では、同期間の申立人

の標準報酬月額は 71 万円であることが確認でき、当時の取締役総務部長兼

経理部長は「申立人の給与額に見合った厚生年金保険料及び健康保険料を給

与から控除していた」と供述していることから、申立人は、６年３月から同

年 10 月までの期間については最高限度額である 53 万円、同年 11 月から７

年５月までの期間については同様に 59 万円の標準報酬月額に相当する厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

訂正処理については、当時の保険料滞納額を減額処理するために行なったも

のと認められ、これは事実と異なる処理であることが明らかであり、合理的

な理由は無いことから、有効な記録訂正であるとは認められない。したがっ

て、申立人の平成２年７月から６年２月までの標準報酬月額は 53 万円と訂

正することが必要である。 

したがって、申立期間のうち、平成６年３月から同年 10 月までの標準報

酬月額については 53 万円、同年 11 月から７年５月までの標準報酬月額につ

いては 59万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、当該社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主から行われ、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る平成６年３月分から７年５月分まで

の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 620 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 11年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和 39年５月１日から 47年５月１日まで 

私は、平成 20 年に年金特別便が到着したので、内容を検証すると、Ａ社

の厚生年金保険の期間が欠落していた。同社に退職届も提出していないし、

脱退手当金について申請も受領もしていないので、今般Ｂ社会保険事務所

を経由して、第三者委員会に申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約

８か月後の昭和 48 年１月 19 日に支給決定されたこととなっているほか、保

存されていた脱退手当金裁定請求書（写）には、法人名称の間違え等多数の

訂正箇所があり、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。  

また、申立人は、「８年も勤めた会社名を間違えて書く訳が無く、捺印も

相違している上、筆跡も相違している。特に名の「Ｃ」は戸籍の文字「Ｄ」

を常に書いている。当該請求書は自分が書いたものではない。」と主張して

いるところ、当該請求書の氏名はＣを用いて記載されている上に、捺印が２

度押しされ、「株式会社」と誤って記載し「相互会社」に訂正していること

が確認できることから、請求人又はその委任を受けた代理人が当該脱退手当

金の請求を行ったものとは考え難い。加えて、申立人と同日に脱退手当金が

支給決定されたこととなっている同僚の保存されていた脱退手当金裁定請求

書（写）にも申立人と同様多数の訂正箇所が見受けられる。 

さらに、申立人は、申立期間後は国民年金に加入し、60 歳まで国民年金保

険料をすべて納付しており、年金に対する納付意識の高さを考慮すると、申

立期間当時、脱退手当金を請求する意思を有していたとは認め難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 621 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）Ｃ支店に

おける資格取得日に係る記録を昭和 37 年１月 17 日に訂正し、申立期間の標

準報酬月額を２万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年１月 17日から同年２月１日まで 

   私は、昭和 32 年４月から平成４年１月末まで、継続してＡ社に勤務し

ていて、厚生年金保険の加入期間に空きは無いはずなので、申立期間を被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業所の在籍証明書から判断すると、申立人がＡ社に昭和 32 年４月から平

成４年１月末まで勤務し（昭和 37 年１月 17 日に同社Ｄ支店から同社Ｃ支店

に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 37 年２月の社会保険事務

所の記録から、２万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、特段の理由を示すこと無く納付したと主張するが、この

ような主張からは、事業主による保険料納付を認めることはできず、このほ

かに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。  

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 622 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における

資格喪失日に係る記録を昭和 48 年５月８日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月 27日から同年５月８日まで 

   私は、昭和 46 年４月から平成 19 年５月まで継続してＢ社に勤務してい

て、厚生年金保険の加入期間に空きは無いはずなので、申立期間を被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険被保険者加入記録及び事業所の人事記録から判断すると、申立人

がＡ社に昭和 46 年４月から平成 19 年５月まで継続して勤務し（昭和 48 年５

月８日に同社から同社Ｃ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 48 年３月の社会保険事務

所の記録から、６万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 623 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。以下同

じ。）Ｃ支店における資格喪失日に係る記録を昭和 57 年５月 17 日に訂正し、

申立期間に係る標準報酬月額を 41万円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年４月 17日から同年５月 17日まで 

私は、昭和 27 年４月１日にＤ社に入社し、Ｅ社と合併しＡ社となった後

も引き続き平成元年１月 31 日まで勤務していたのに、厚生年金保険被保険

者期間が昭和 57年４月 17日から同年５月 17日までの１か月間が抜けてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び職歴証明書並びにＦ企業年金基金の記録から判断する

と、申立人が申立期間においてＡ社に継続して勤務し（昭和 57 年５月 17 日

に同社Ｃ支店から同社Ｇ支店に異動）、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ｆ企業年金基金の申立人の厚

生年金基金記録から 41万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は確認する資料が無いとしており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失に係る届出を行ったか否かについて

は、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認

められない。 



                      

  

千葉厚年年金 事案 624 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年１月１日から 36 年２月 23 日まで 

    私が 60 歳近くになった時、銀行員が自宅を訪ねてきて私の年金につ

いて説明をしてくれたが、その結果、社会保険庁の記録では脱退手当

金を受け取っていることになっているといわれた。私は昭和 35 年 12

月に妊娠が分かったため、区切りのよい年末に会社を辞めたので、脱

退手当金を受け取っていない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していた事業所の被保険者名簿の申立人の氏名が記載され

たページと前後２ページに記載されている女性のうち、退職時に脱退手当

金の受給資格を有する 10 名中５名について脱退手当金の支給決定がなさ

れている上に、連絡が取れた元女性社員は、「脱退手当金については、自

分で社会保険事務所に出向き手続を取った。」と述べていることから、事

業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険

被保険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の２

回の被保険者期間についてはその計算の基礎とされず未請求となっている

が、申立人が３回の被保険者期間のうち、申立期間のみを請求し、最初の

事業所に係る合計３年を超える長期間である２回の被保険者期間を失念す

るとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 625 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社（現在は、Ｂ社。）における資格

取得日に係る記録を昭和 43 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を６万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年２月１日から同年３月 1 日まで 

私は、昭和29年４月１日から平成３年３月31日までＢ社に継続して勤

務していたのに、厚生年金保険被保険者期間が昭和43年２月１日から同

年３月１日までの１か月間が抜けていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び事業所の在籍証明書から判断すると、申立人がＢ

社に昭和29年４月１日入社し、申立期間において継続して勤務し厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 43 年３月の社会保

険事務所の記録から、６万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は確認する資料が無いとしており、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 626 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年１月 10日から 22年２月 21日まで 

    社会保険庁に記録は無いが、私の夫は、昭和 19 年１月 10 日から 22 年２

月 21 日までＡ株式会社に勤務していたので、当該期間について厚生年金

保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

    （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、事業主の人事記録により昭和 19 年１月 10 日から 22 年２月 21

日までＡ株式会社に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、社会保険事務所の保管する当該事業所における厚生年金保

険被保険者名簿の昭和 19 年１月から同年３月までの資格取得者には申立人の

氏名の記載が無い。 

また、申立人の厚生年金保険の適用、厚生年金保険料の控除の状況につい

て、事業主に照会したものの、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の被保

険者資格取得届確認通知書等及び賃金台帳等の保存が無いため、事業主が申

立期間について申立てどおりの厚生年金保険の被保険者資格取得届等を行っ

たこと、及び申立人の給与から厚生年金保険料を控除していたことのいずれ

も確認できないとの回答であり、これらを確認できる関連資料や証言を得る

ことはできなかった。 

さらに、申立人が事業主により厚生年金保険料を控除されていたことを確

認できる給与明細書等が無く、申立人が死亡しているため、申立期間当時の

就労状況及び同僚等からの証言も得ることができない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 627 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年７月１日から 46年 10月１日まで 

    厚生年金保険加入期間について記録照会したところ、申立期間について

厚生年金保険に加入した事実が無い旨の回答を受けた。申立期間について

は、継続してＡ町の有限会社Ｂに勤務し、厚生年金保険に加入していたは

ずであり、年金記録が無いのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管する有限会社Ｂの厚生年金保険被保険者名簿では、

申立人は昭和 39 年６月１日に資格取得し、45 年７月１日に資格喪失した記

録となっており、事業主は、申立人の申立期間に係る資格喪失届を申立てど

おりに行ったかは不明、厚生年金保険料を社会保険事務所に納付したかも不

明と回答している。 

また、申立人が述べている同僚の当該事業所における厚生年金保険の加入

記録は無く、ほかの同僚等からの証言も得ることができない上に、申立人が

申立期間において、事業主により厚生年金保険料を控除されていたことを確

認できる関連資料（給与明細書等）も無い。 

さらに、事業主が「いったん退職して、アルバイトで何日かは来ていた。

その後、別の会社に移った。」と述べている上、雇用保険については、申立

期間中の昭和 46年２月１日から有限会社Ｃで資格取得している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 628 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19年 10月１日から 21年８月３日まで 

             ② 昭和 22年７月 11日から 25年２月７日まで 

    昭和 19年 10月１日から 21年８月３日までの期間及び 22年７月 11日か

ら 25年２月７日までの期間の厚生年金保険加入期間については、脱退手当

金を受け取った覚えがないので、これらの期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の記録によると、申立人に対する脱退手当金の支給については、

申立人が退職して厚生年金保険資格喪失した昭和 25 年２月７日から約３か月

後の同年５月９日に支給決定がされているところ、申立人が勤務していた事

業所の被保険者名簿の申立人が記載されているページとその前後のページに

記載されている女性で、申立人の資格喪失の前後１年以内に同様に資格喪失

した者のうち、９名に脱退手当金の支給記録があり、すべての者が資格喪失

日から１年以内に支給手続が行われており、これらは事業主による代理請求

として行われたと推定され、申立人についてもその委任に基づき事業主によ

る代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

   そして、被保険者台帳の記録には、記載上の不備は無く、脱退手当金の支

給期間のすべてが同一の記号番号となっていて、支給期間にも漏れもないと

ころ、申立人の上記の退職当時は、通算年金制度創設前であったこと、申立

人は、退職する際に事業所から厚生年金保険被保険者証を受領していないと

述べていること、申立人は脱退手当金の支給決定日から 14 年後に再就職して

いるが、新規の厚生年金保険の記号番号が発行されていることを併せ考える

と、申立人に対しては、上記の退職による厚生年金保険資格喪失当時、脱退



                      

  

手当金の支給手続が行われたものと認めるのが自然である。申立人が、脱退

手当金の支給を受けた記憶が無いというだけで、その申立てを認めることは

できない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



                      

  

千葉厚生年金 事案 629 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年 12月から 22年 12月まで 

社会保険庁の記録によると、昭和 20 年 12 月から 22 年 12 月までが未加

入とされている。当該期間については、自宅に隣接していたＡ株式会社に

勤務していたのは間違いないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、当時の業務内容等について具体的に述べていることから、申立

人が申立期間において、Ａ株式会社に勤務していたことは推認することがで

きる。 

しかしながら、社会保険事務所が保管する当該事業所の厚生年金保険被保

険者名簿には、申立人の氏名の記載が無い。 
   また、申立人が同僚であると名前を挙げている者も申立人と同様に被保険

者名簿に記載が無いことから、当該事業所では、すべての従業員が厚生年金

保険に加入していたわけではないことがうかがわれ、同僚等からの証言も得

られない。 
   さらに、社会保険事務所の記録では、当該事業所は昭和 38 年４月１日に厚

生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立人の勤務実態、厚生年金

保険の適用、厚生年金保険料の控除の状況について、事業主等から聴取する

ことができない。 

加えて、申立人が申立期間において、事業主により厚生年金保険料を控除

されていたことを確認できる給与明細書等の関連資料及び周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 630 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19 年５月１日から 20 年５月 31 日まで 

    Ａ区のＢ中学校在学中の昭和 19 年５月から 20 年５月まで学徒勤労動

員され、Ｃ区のＤ株式会社に勤務し、厚生年金保険に加入していたは

ずなので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間当時在学していた中学校の名簿及びＤ株式会社の健康

保険労働者年金被保険者名簿から、申立人が学徒勤労動員として同社で勤

務していたことは推認できるが、申立期間に係る厚生年金保険料を控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の関連資料は無い。 

   また、勤労動員学徒については、労働者年金保険法施行令（昭和 16 年

勅令第 1250 号）第 10 条第３号及び厚生省公示第 50 号（昭和 19 年５月

29 日）により、厚生年金保険の被保険者から除外される取扱いとなって

いることから、申立期間当時の社会保険事務所が保管する当該事業所の健

康保険労働者年金被保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の記号番号欄

に番号の記載が無く、申立人は、健康保険のみ昭和 19 年６月１日に資格

取得している。 

   さらに、申立人の勤務実態、厚生年金保険の適用、厚生年金保険料の控

除の状況について事業主に照会したものの、これらを確認できる関連資料

や証言を得ることはできず、当該事業所の申立期間当時の名簿に記載され

ている申立人の同僚も、健康保険のみ適用され、厚生年金保険は適用され

ていない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案631 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和32年11月１日から38年４月23日まで 

    私は、昭和30年10月１日から38年４月23日までＡ県のＢ地方事務所の

Ｃ駐在所に勤務しており、申立期間について厚生年金保険被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

地方職員共済組合Ｄ支部事務長証明の組合員期間等に関する証明書の写

しから、申立人が厚生年金保険の資格喪失日と同日の昭和 32 年 11 月１日

に旧国家公務員共済組合(34 年１月１日から国家公務員共済組合)の被保

険者資格を取得し、37 年 12 月１日に地方公務員等共済組合が施行された

こと伴い、同日に地方公務員等共済組合の被保険者資格を取得したことが

確認できる。 

また、地方公務員等共済組合の被保険者資格の資格喪失日は、申立人が

退職したと記憶する昭和 38 年４月 23 日となっている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

なお、国家公務員共済組合等加入期間については、昭和 38 年７月 24

日に退職一時金が支給されている。  



                      

  

千葉厚生年金 事案 632 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年 10 月から 34 年５月まで 

② 昭和 37 年 12 月 28 日から 41 年８月１日まで 

③ 昭和 42 年８月 26 日から 52 年９月まで 

    申立期間①について、私は、昭和 32 年 10 月からＡ株式会社に入社し

て物品の販売をしていた。申立期間②については、Ｂ株式会社に勤務

していた時、社長の息子が同じ敷地内においてＣ社という会社を始め

た時に、そちらに移り仕事をしていた。申立期間③についても、Ｄ有

限会社で同じ仕事をしていた。いずれの事業所においても毎月の給与

から保険料が引かれていたので、申立期間において被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①においてＡ株式会社に勤務していたと主張してい

るが、申立期間当時、同社の社員であった者５名に照会したところ、うち

２名が申立人を記憶していたが、どちらも詳しい勤務時間、勤務状況等を

記憶しておらず、うち１名は「当時は出入りが激しかったので、面接だけ

で採用し、即、現場で仕事をしてもらっていたから、様子を見ていた。」

と供述しており、申立人の勤務期間や勤務実態に係る証言は得られなかっ

た。 

また、同社は、「申立人は退職予定だったため、厚生年金保険の資格を

取得しなかった。保険料納付は行っていない。」と回答している上に、申

立人が申立期間当時、一緒に勤務していたと主張している同僚３名につい

ても当該事業所において、厚生年金保険の加入記録を確認できなかった。 

さらに、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険

被保険者名簿には、申立期間①において資格取得した者 17 名の中に申立

人の名前は無く、健康保険整理番号の欠番も無い。 



                      

  

申立期間②については、社会保険事務所の記録では、申立人が勤務した

とするＣ社は、申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所とはなっておら

ず、また、当該事業所の事業主は既に他界しており証言を得ることができ

ないため、当時の勤務状況等が不明である。 

申立期間③については、社会保険事務所の記録では、申立人が勤務した

とするＤ有限会社は、申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所とはなっ

ておらず、申立人の雇用保険の加入記録も確認できない。加えて、申立人

が同僚であった者と主張する当該同僚は、「自分が入社する前から申立人

は勤務していたが、同社は厚生年金保険等の加入は無かったはずであ

る。」と供述している。 

このほか、申立人が申立期間①、②及び③において厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 633 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年８月 21 日から８年 12 月１日まで 

私は平成４年４月から株式会社Ａで勤務し、厚生年金保険料は給与

から天引きされていたものと記憶している。しかし、同社で勤務した

期間の厚生年金保険の記録が丸々抜けており、かつ、証拠となる当時

の給与明細書等も存在しないため、申立てを行うこととした。申立期

間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、社会保険事務所の記録から、申立人が勤務した

とする株式会社Ａは、申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所となって

いない上に、申立人の雇用保険の記録も確認できない。 

また、申立期間に係る申立人の勤務実態や厚生年金保険の適用につい

て同僚等に照会しようとしたが、申立人は、同僚等の氏名しか記憶してい

ないため、これらの事実を確認できる関連資料や供述を得ることはできな

い。加えて、同社は、「これまで厚生年金保険の適用事業所となったこと

はない」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 634 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年１月８日から 27 年４月１日まで 

私は、昭和26年１月８日から27年８月31日までＡ区ＢにあったＣ株式

会社に勤務していたのに、厚生年金保険被保険者期間が27年４月１日か

ら同年９月１日までとなっており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の主張及び同僚の回答から、申立人が昭和 27 年４月１日以前

からＣ株式会社に勤務していたことがうかがえるものの、同僚の厚生年

金保険の加入期間も当該事業所に勤務していたと回答した期間より短い

こと、及び申立人と当該事業所で職場結婚した申立人の妻には、当該事

業所における厚生年金保険の加入記録が無いことから、当該事業所に勤

務していたことと厚生年金保険の被保険者であったことを同一とは認め

難い。 

また、社会保険事務所の厚生年金被保険者名簿には、申立人の記録が

昭和 27 年４月１日資格取得、同年９月１日資格喪失と明記されている

上、給与から保険料が控除されたことを示す給与明細等の資料も無い。 

さらに、当該事業所は昭和 28 年 12 月１日に厚生年金保険の適用事業

所でなくなっており、事業主も死亡していることから、当時の事情が不

明である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 635 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年８月１日から 44 年 10 月１日まで 

私は、昭和 40 年３月にパートタイマーでＡ株式会社に入社して同年

８月から社員となり、厚生年金保険に加入した。その後、会社の名称

がＢ株式会社に変更になり、同社の厚生年金保険に加入して、厚生年

金保険加入期間は 50 か月ある。脱退手当金の請求手続をしていないし、

もらっていないので納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を請求する場合、その請求以前の厚生年金保険の被保険者期

間のすべてを対象として請求するものとされているにもかかわらず、昭和

38 年２月から同年９月までのＣ株式会社に係る厚生年金保険被保険者期

間が脱退手当金の支給対象期間となっていない。 

しかしながら、当該期間は８か月と短く、また、申立人が同手当金の請

求をしたとされている昭和 45 年１月から約６年前である上に、Ｃ株式会

社に係る厚生年金保険被保険者記号番号とその後の厚生年金保険被保険者

期間に係る記号番号が統合されておらず、この結果、請求人が同期間を請

求しなかったことも十分考えられ、脱退手当金の支給対象期間から漏れた

ものと推認される。 

また、申立人の被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」

の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上

の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険の資格喪失日から約４か月後

の昭和 45 年１月 30 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 636 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年３月 29 日から 37 年８月９日まで 

    私は、平成 20 年６月にＡ年金相談センターで年金加入記録を調査し

たところ、中学卒業後に勤務したＢ(株)での加入期間について、脱退手

当金を支給済みとのことであった。当時、会社からは厚生年金保険被保

険者証も見せられたことも無く、何の説明も聞いたことは無い。脱退手

当金は断じて受給していない。再調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所の被保険者名簿の申立人が記載されている

ページとその前後５ページに記載されている女性のうち、申立人の資格喪

失日である昭和 37 年の前後２年以内に資格喪失し、退職時に脱退手当金

の受給資格を有していた者は申立人を含め 28 名おり、そのうち脱退手当

金の支給記録のある 15 名のうち 13 名について資格喪失日の３か月以内に

脱退手当金の支給決定がなされている上に、申立人の資格喪失日の前月に

資格喪失した２名の脱退手当金の支給日が申立人と同日であることに加え

て、申立人の同僚の一人は、退職時に事業所から脱退手当金について説明

があったが自分は受給しなかったと供述していることを踏まえると、申立

人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされたものと考

えられる。 

   また、申立期間に係る脱退手当金は支給額及び支給月数に誤りは無く、

申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約２か月後の昭和 37 年９月

28 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ず、ほかに申立人に対する脱退手当金の支給を疑わせる事情は見当たらな

い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金は受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 637 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年３月から 40 年３月まで 

私がＡ株式会社Ｂ工場に勤務したのは 20 歳から 23 歳ころまでだった

のに、17 歳のときに勤務したことになっている。私の記憶している期

間と違っているので、調査願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ株式会社Ｂ工場に、同じ地区の友人たちと一緒に働き始め

たと主張しているが、友人たちの氏名の提供を拒否しているため、申立期

間についての申立人の勤務実態について確認できない。 

また、Ａ株式会社に照会したものの、申立期間当時の関係書類は無く、

申立人の勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の控除につい

て明確な回答が得られない。 

さらに、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の関連資料が無い。 

これら事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 638 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年 12 月から 55 年６月まで 

    私は、昭和 54 年 12 月から株式会社Ａに入社し、55 年 10 月に退社し

たが、54 年 12 月から 55 年６月までの期間について、厚生年金保険被

保険者期間とは認められないとＢ社会保険事務所より回答を受けた。

納得がいかないので、再調査願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主の供述及び雇用保険の加入記録から、申立人が申立期間に株式会

社Ａに勤務していたが推認できる。 

しかしながら、社会保険庁の記録から、同社は昭和 55 年７月に厚生年

金保険の適用事業所となっている上に、申立人は、同年４月から同年６月

までの期間について国民年金保険料が納付済みとなっており、また、事業

主及び申立人も同年７月に国民年金から厚生年金保険に加入変更されてい

ることが確認できる。 

   さらに、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと主張するが、給与明細書、源泉徴収証票など保険料控除の事実を確

認できる関連資料を所持していない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 639 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年７月 21 日から同年９月４日まで 

    私は、昭和 51 年４月から平成 18 年４月１日まで、Ａ区Ｂに在ったＣ

株式会社及び同社の子会社に途切れること無く勤務し、厚生年金保険に

加入していたはずであるが、同社の子会社であるＤ株式会社の設立時期

である昭和 53 年７月 21 日から同年９月４日までの期間が未加入になっ

ていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ株式会社は、申立人に係る厚生年金保険の資格の得喪について、「Ｄ

株式会社は昭和 53 年７月 12 日に会社成立されており、申立人が同年７月

20 日に当社での資格を喪失しても、同年７月 21 日に同社で厚生年金保険

を再取得できるものと判断していたが、同社が厚生年金保険の適用事業所

となったのが同年９月４日となったため、２か月の未加入期間が生じた。

申立人の申立期間に係る保険料は、申立人が既に資格を喪失していたので

控除も納付もしていない。」旨を供述している。 

また、Ｃ株式会社が保存するＤ株式会社に係る被保険者資格確認・標準

報酬月額決定通知書には、資格取得年月日が昭和 53 年７月 21 日から同年

９月４日に訂正されている者は申立人を含め４名であることから、53 年

７月 21 日の時点では、同社は適用事業所としての要件を具備していなか

ったものと考えられる。 

さらに、申立期間に係る申立人の給与から厚生年金保険料が控除された

ことがうかがえる給与明細書等の関連資料は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 
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第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34年５月から 35年６月まで 

    私は、昭和 34 年５月から 35 年６月まで、株式会社Ａに在籍し業務を行

っていた。厚生年金保険にも加入していたはずなので、当該期間について

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時の業務内容を具体的に述べていること及び関係者の

供述から、申立人が、申立期間当時、株式会社Ａに勤務していたことは推認

できる。 

しかしながら、当該事業所は昭和 38 年５月に厚生年金保険を全喪しており、

当時の事業主も既に亡くなっているため、厚生年金保険料の控除の状況等に

ついて事業主から聴取することができない上、連絡の取れた同僚は申立人の

ことは覚えていないと述べているなど、同僚等からの証言も得ることができ

ない。 

また、当該事業所は、申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所となって

いるが、社会保険事務所が保管する被保険者名簿に申立人の氏名の記載は無

く、健康保険の番号の欠番も無い。 

さらに、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料の控除についての記憶

が曖
あい

昧
まい

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

であり、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる給与明細書等の関連資料も無い。 

 


